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研究成果の概要（和文）：　少子高齢社会における日本では社会保障制度の持続可能性が大きな問題となってい
る。社会保障給付費の財源調達の手段として、消費課税が考えられている。今後、少子高齢化が進むことでこの
財源調達問題はより重要な問題になると思われる。消費課税による財源調達が他の調達手段に比べて望ましいか
どうかの考察を行い、消費課税による財源調達は望ましいことを明らかにした。
　さらに、高年齢者の労働供給促進政策や金融緩和政策による失業への短期的な効果についても合わせて分析を
行った。

研究成果の概要（英文）： There exists the important issue about the sustainability of social 
security in an aging society with fewer children in Japan. Consumption tax is generally considered 
as the means of financing for social security. From now on, in the processing of an aging society 
with fewer children, the issue of financing for social security is the big problem. We examined 
whether the financing of the consumption tax is better than the case of other finance tools as 
income tax and others or not and derived that the consumption tax is desirable in terms of macro 
economy, social welfare and others. 
 In addition to the above researches, we examined about the promoting policy for elderly labor 
supply and the short term effect of monetary policy on the unemployment. 
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１．研究開始当初の背景 
 日本では、少子高齢化が他の先進諸国より
も深刻な状況である。合計特殊出生率は近年、
幾分上昇してきてはいるが、人口減少を止め
るほどには上昇してはいない。一方で、高齢
化率は上昇を続けており、世界で最も高い高
齢化率の国となっている。 
 
 このような少子高齢社会では社会保障制
度の持続可能性が大きな問題となる。年金、
医療、介護をはじめとする社会保障給付費は
上昇を続けており、それをどのように財源調
達すべきであるかについては大きな問題と
なっている。 
 
 また、高齢化が進むことによって、高齢者
の貧困問題も明るみにでており、高齢者に対
する社会保障制度のあり方についても再考
する必要があると考えられる。 
 
２．研究の目的 
 本研究では少子高齢社会における様々な
経済現象を考察することで、少子高齢化がマ
クロ経済にどのような影響を与えるのかを
明らかにする。その上で、どのような政策が
望ましいのかを明らかにするのが本研究の
最も重要とする目的である。 
 
 具体的には社会保障給付のための財源選
択の問題を考察する。社会保障給付のための
財源としては保険料のほか、税金がある。税
金を考えても、所得税のほか、消費税がある。
特に近年では世代間の不公平の観点から消
費税による調達が政府によって考えられて
いるが、それが妥当であるかどうか、マクロ
経済に与える影響などを見て考察する。 
 
 また、社会保障給付として、育児支援政策
の有効性についても考察を行う。 
 
 これらの研究を行うことによって、持続可
能な社会保障制度をどのように設計すれば
よいのか、どのような世代にどのような政策
をどのような財源をもって行えばよいかを
明らかにすることができる。本研究成果は政
策のあり方を検討する際に十分参考になる
ものと言える。 
 
３．研究の方法 
 少子高齢化の影響をマクロ経済学の枠組
みで分析するために、動学的一般均衡分析の
枠組みを用いて分析を行う。動学的一般均衡
は様々な市場の均衡を考慮し、長期的な経済
状況、またはその長期的な経済状況に至るま
での移行過程を見ることができる。そして、
さらに、政策分析を行い、政策の影響が経済
の諸変数にどのような影響を与えるのかを
見ることができる。 
 本研究は解析的な分析を行って、政策の定
性的な効果を見るが、より現実的な経済モデ

ルを設定することでより現実的な政策分析
ができる一方で、解析的な分析が難しいこと
がある。また、定量的な政策分析も近年では
少子高齢化が待ったなしの状況であること
から、特に望まれるものと思われる。 
 そのためには Excel や Matlab などのソフ
トを用いた分析も行う。より現実的な分析と
して DSGE モデルを構築して分析するのが
近年のマクロ経済学で見られるが、本研究も
そのような枠組みで社会保障制度のあり方
について考察している。DSGE モデルで社会
保障制度のあり方を分析したものはまだ十
分な数があるとは言えず、今後さらに発展す
る分野であると言える。 
 
４．研究成果 
 本研究では少子高齢社会について様々な
角度から分析を行っているが、いくつかを取
り上げて成果を紹介したい。 
 
(1) 消費課税による財源調達の分析 
 社会保障給付費の財源調達のために、消費
増税が検討されている。現に、消費税は５％
から８％に上がっているが、政府の試算では
８％では到底足らず、10％、さらに消費税率
を引き上げることが考えられている。 
 消費課税による財源調達は公平性の観点
で言えば、逆進性をもたらすために垂直的公
平の上で問題がある。効率性の観点で言えば、
家計の消費活動を冷え込ませ、経済活動に負
の影響を与えるという問題がある。 
 しかしながら、消費課税は世代間の不公平
をある程度是正するということで、消費課税
が正当化されているという事実もある。 
 ただ、マクロ経済学的には資本蓄積の影響
を考慮しなければならない。若年世代は所得
課税や保険料の負担のために、可処分所得は
減り、貯蓄も減ってしまうこととなる。若年
世代が負担する所得課税や保険料が老年世
代の負担する消費税のために減らすことが
できれば、貯蓄の減りを抑えることができる。
貯蓄は投資に回り、機械など生産要素として
考えられる資本ストックの蓄積となる。それ
は労働生産性を増やして、賃金を引き上げた
り、労働需要が増えることから失業を減らし
たりする効果がある。 
 本研究では所得課税や保険料の負担を減
らして、消費課税による負担を増やすことが
経済成長や社会厚生の観点から望ましいこ
とを明らかにした。 
 
(2) 少子高齢社会における労働政策 
 近年の日本は、人口減少社会となっており、
労働力人口が減少することが問題となって
いる。労働力人口の減少は、一国全体の国内
総生産を下げてしまう。それは結局、国内で
生み出される所得が減り、税収や保険料収入
が減ってしまうため、社会保障制度の持続可
能性の観点から問題となってしまう。 
 本研究では、高齢者の労働を促進するよう



な政策がマクロ経済にどのような影響を与
えるのかを分析した。特に、年金の受給開始
年齢が引き上げられていることから、高年齢
者の労働参加率は増えてきている。また、雇
用保険において高年齢者継続雇用給付とい
った仕組みもあり、高年齢者の労働供給を促
進する政策を行っている。 
 そのような政策が現に高年齢者の労働供
給を引き上げるか、若年世代の賃金水準にど
のような影響を与えるか、最適な高年齢者へ
の雇用給付金はどの程度かなど多くの分析
されるべきものはあるが、先行研究ではこれ
らの点については十分に分析されていると
は言えず、しかし、少子高齢社会においては
重要な問題であることから分析を行った。 
 雇用継続給付制度は社会厚生の観点から、
給付されるべき制度であることを明らかに
した。また、高年齢者の労働供給を促進する
ことは若年世代の労働生産性も引き上げ、若
年世代の賃金水準を上げることも明らかに
した。 
 
(3) 金融政策のマクロ経済への影響 
 政府は失業率を減らすことを当然の目標
としている。失業は貧困などをはじめとして
深刻な社会問題をもたらすからである。 
 近年では景気浮揚のための金融緩和政策
が行われている。金融緩和政策が現に失業率
にどのような影響を与えるのかについて、本
研究では分析を行った。金融緩和政策で総需
要が増えることで、労働需要が上昇する。そ
の結果、失業率を減らすことができることを
DSGE モデルを用いて示した。 
 ただし、長期的には、金融緩和政策の効果
は戻ってしまうため、長期的に失業率を減ら
す政策を同時に行わなければならないが、長
期的に失業率を減らす政策の効果が遅く出
てくる、または長期的に失業率を減らす政策
が短期的には失業率に対しては望ましくな
い結果がもたらされる場合、長期的だけでな
く短期的な視点も必要であり、短期的、長期
的視点の両方を持った政策が行われるべき
であることを明らかにした。 
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